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住む人が健康になる住宅
― 予防医療を実現する住宅システムの構築 ―

慶應義塾大学理工学部システムデザイン工学科助教 小　川　愛　実

１.はじめに

近年の世界的な少子高齢化を背景に、
高齢者や単身世帯の健康を見守る機能を
組み込んだ見守りシステムを住宅内に導
入する取り組みが盛んである。本稿では
昨今よく耳にする見守りシステムを居住
者の見守り機能が主体となった住宅シス
テム（スマートホームに実装される住宅
に関するシステム）と同義として扱うこ
ととし、以降より在宅見守りシステムと
定義する（図－１）。様々な目的を持っ
た在宅見守りシステムが提案されている
が、高齢者の転倒事故や逸脱行動などの
異変を離れて暮らす家族に知らせるなど、
現状導入されているシステムはごくシン
プルなものが一般的である。例えば
GROOVEX ㈱の LOVOT というペット型ロ
ボットは、居住者がロボットを抱きあげ
るなどの居住者とロボットのインタラク
ション情報を遠隔地の家族がリアルタイ
ムで閲覧できるような見守り機能を提供
している。こうした生活に溶け込んだセ
ンシングが昨今のセンサデバイス技術の
発展によって可能となっている。
一方で少なくとも今後 20 年は高齢化
が進行の一途をたどることから、事故や
異変が起きた後の迅速な対処よりも事故
の防止や事故を誘発する疾患の予防など、
より早い段階での対策が必要とされてい
る。本稿ではこれまでに提案されてきた
住宅システムについてスマートホームの
歴史と共に幅広く言及しながら、未来の
住宅に求められる新しい住宅システムに
ついて述べる。

２.スマートホームと居住者
の健康

(１)スマートホームとは
スマートホームとはロボットや ICT

（ I n f o r m a t i o n  C o m m u n i c a t i o n 
Technology: 情報通信技術）を使って個々
のニーズに合ったサービスを提供する住

宅システムが導入された住宅を指す。１
つ以上の住宅システムが実装されていれ
ばスマートホームと呼べる。
図－２には Majumder らが示した８種
類の住宅システムを示している１）。これ
らの住宅システムは図－２に色分けされ
るように居住者の情報を直接扱うシステ
ム（橙色）、環境の情報を扱うシステム（青
色）、および通信システム（緑色）の３
つのタイプに大別される。

(２)スマートホームとスマートハウス
スマートホームと似た言葉にスマート
ハウスがある。日本ではスマートホーム
よりもスマートハウスの方が馴染み深い
のではないだろうか。では、両者の違い
は何か。
そもそも英単語の“Home”は住宅内部
の暮らしや家庭を、“House”は建物とし
ての住宅をそれぞれ意味する。この英単
語の意味の違いを反映させるように、ス
マートハウスはエネルギー消費が最適に
制御された住宅のことを指し、スマート
ホームの８つの住宅システムのうち建物
そのものに関連するホームオートメー
ション、遠隔サービス基盤の一部、環境
モニタリング、およびエネルギーマネジ
メントが該当する（図－２）。具体的に
は HEMS（Home Energy Management 
System）などがよく知られている。
一方、冒頭で述べたように、近年は居
住者、特に独居の高齢者などを対象とし
た在宅見守りシステムのニーズが高まっ
ており、従来のスマートハウスの機能の
みにとどまらず、在宅見守りシステムを
盛り込んだスマートホームへの機能拡張
の動きが盛んである。

(３)スマートホームの変遷
時代とともに変わりゆくニーズに
伴ってスマートホームのコンセプトも変
化してきた。大まかには 1990 年代まで
は利便性や快適性、2000 年代は地球環

境保全、2010 年代以降は「人生 100 年
時代」に向けた健康管理、そして近年は
未病を含む考え方として提唱されるウェ
ルネスがキーワードになっている。
スマートホームは 1980 年代に世界に
先駆けて完成した TRON 電脳住宅２）から
始まり、ジョージア工科大学の Aware 
Home３）やマサチューセッツ工科大学の
House_n など、これまでに様々な実験住
宅が建設された。これらのスマートホー
ムのキーテクノロジとなるのは、日用品
に組み込まれたセンサによる居住者の生
活の計測と動作や場所に応じたインタラ
クティブなアクチュエーションを支える
ユビキタスコンピューティングであり、
これは現代の IoT の前身に位置づけられ
る。初期のスマートホームで提案された
アイディアは既に商品化されたものも多
い一方で、これらのスマートホーム実験
住宅が現役として活用されにくいのは、

図－２　スマートホームの住宅システム

図－１　スマートホームにおける在宅見守り

システムの位置づけ
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センサデバイスの目まぐるしい技術革新
スピードと建物の設計施工解体までのラ
イフサイクルとの不一致が原因の一つと
考えられる。建物が竣工したときには既
に埋め込まれた技術が最新のものではな
くなり、その後年月を経て陳腐化してし
まう。初期のスマートホームプロジェク
トを踏まえてセンサの入れ替えが頻繁に
行えるような代謝の良い仕組みの必要性
が明らかになった。
これに対し Bock らはセンサと家具を

融合し、家具というそれ自身の取り替え
やセンサ埋め込み工事が比較的容易なも
のを導入することにより住宅をスマート
ホーム化する概念を提唱している４）。
Terminal と呼ばれるスマート家具は、
キッチンや玄関など住宅のエリア毎に存
在し、それぞれの機能に応じたセンサが
内蔵されている。そのため住宅内のエリ
アに対応した複数の Terminal を自由に
組み合わせることでオリジナルのスマー
トホームが完成する仕組みである。つま
り、必要な部分のみに住宅システムを導
入することでシステムのカスタマイズが
可能となる。これは、例えば日本で導入
されている要支援・要介護レベルや個人
のできる動作、できない動作に応じて住
宅システムの導入範囲を調整し、過保護
なシステムによる身体機能の衰退を回避
することに繋がる。さらにこれらの
Terminal 間の連携をロボットが担うこと
で、より汎用性の高いシステムを提案し
ている。
最近では、Google Nest に代表される

ようなスマートスピーカーなどをハブと
した住宅のセンサネットワークと、ス
マートフォンやウェアラブルデバイスと
のコミュニケーションによる住宅環境の
遠隔コントロールや自身の活動量、心拍
データ、食事および運動記録などのヘル
スログがマーケットの主流である。住宅
システムとスマートフォンやタブレット
などの連携による生活習慣のセンシング
および環境コントロールは既に技術的に
実現されているが、現状は健康状態に応
じた環境コントロールの明確な指針が確
立されておらず、ユーザの経験に依存し
ていることが課題である。同時にこれが
未来の住宅システムへのヒントとなる。

(４)住宅システムとしての見守りシ
ステム

居住者の見守りはスマートホームが担
う一つの機能に位置づけられ５）、特に

Gerontechnology と言われる高齢者を対
象とした研究領域において、生理指標、
身体機能、安全性、セキュリティ、社会
的相互作用、および認知・感覚機能など
をモニタリング対象として６）、情報、計
測、ヘルスケア分野などで多くの研究が
なされている。
我々が普段耳にする見守りシステムの

定義は曖昧なものだが、例えば健康を見
守る意味での在宅見守りシステムでは、
睡眠モニタリングや行動認識などが該当
し、安全のための在宅見守りシステムに
はホームセキュリティなども含まれる。
本稿では主に前者の在宅見守りシステム
について扱う。
在宅見守りシステム関連研究は大きく、

通信システム、異常検知、ヘルスケアの
３種類に区分できる。通信システムは居
住者や家族、介護士への取得情報の共有
システムやデータ通信時のセキュリティ
システムなどを含み、主に情報系の分野
で研究される。異常検知は緊急事態の検
出が目的で、居住者の軽度の体調不良な
どは対象としない。一方ヘルスケアは健
康寿命の延伸が目的であり、軽度の体調
不良やその予兆の検知を含む。

(５)居住者のセンシング方法
本節では在宅見守りシステムに必要不

可欠な居住者のセンシング方法について
述べる。人の情報を取得するためのツー
ルには大きく３つのタイプがある。まず
はスマートウォッチやスマートグラスな
どのウェアラブルデバイス。これは測定
対象者自身に装着するセンサであるので、
筆者は一人称センサと呼んでいる。続い
てセンサ搭載型のコミュニケーションロ
ボットは測定対象者と会話することが想
定されるので、相手となる二人称センサ。
最後にカメラなどの据え置き型のセンサ
は、第三者の視点から情報を取得する三
人称センサである。
住宅内でのセンシングにおいて、一昔

前までは一人称センサは居住者への負担
が大きく、二人称センサは安全面への懸
念などのマイナスイメージがあり、カメ
ラを除く小型の三人称センサが他と比べ
て優位であった。しかし、昨今はスマー
トウォッチなどを日常的に装着している
人も多く、１．で紹介した LOVOT などの
ペット型ロボットのユーザも増えている
という。また、介護を受けている 65 歳
以上の高齢者がコミュニケーションロ
ボットと日常的に触れ合った場合、全体

の３分の１において日常生活の自立度や
生活の活発さが向上した、という実験結
果が報告されている７）。言語の有無に限
らず何らかのインタラクションが生じる
ようなコミュニケーションロボットが心
身の活動を活発にし、QOL の向上に貢献
することが示唆され、二人称センサなら
ではのメリットが認識されつつある。そ
れぞれのセンサにはメリット・デメリッ
トがあり、必要に応じて組み合わせなが
らセンシング体制をカスタマイズするこ
とが好ましい。
これまで筆者は住宅内での歩行計測に

三人称センサと移動可能なセンサとして
のロボットを活用してきた。居住空間内
での歩行のセンシングを三人称センサの
みで行おうとすると、部屋のサイズ、間
取り、家具の配置に応じて死角が生じな
いように複数台のセンサの設置が必要と
なる。また、家具の配置の変化などによ
りセンサ設置位置を適宜調整する必要が
あるなど煩雑である。一方でセンサを搭
載したロボットが居住者の後ろを追随し
ながらセンシングすることで、大抵の場
所において網羅的にデータが取得できる。
ただし、曲がり角のような方向転換が生
じる位置やクローゼットの中などの袋小
路においては、二人称センサのみでは死
角を免れないため、両者を組み合わせ、
足りないところを補う必要がある８）。

３.続く高齢化と増える介護
需要

２.(３)で述べた通り、スマートホー
ムの形は時代とともに変化してきた。本
章では現在および未来のスマートホーム
へのニーズについて統計データから改め
て考察する。

(１)健康寿命の延伸という課題
国際連合の統計によると図－３に示す

ように世界各国の高齢化率（全人口に対
する 65 歳以上の人口の割合）は一貫し
て上昇しており、今後 20年から 40年に
かけて引き続き上昇、その後各国の数値
は横ばいになることが予想されている９）。
日本だけでなく世界においても当面高齢
者の割合が減ることはなく、介護需要は
増え続け介護労働力の不足は深刻な問題
となるだろう。ここでキーワードとなる
のが健康寿命である。健康寿命は WHO が
2000 年に提唱したもので、「人の寿命に
おいて『健康上の問題で日常生活が制限
されることなく生活できる期間』」10) を
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指し、日本では要介護・要支援と認定さ
れる前の期間と捉えることができる。こ
の世界的な高齢化に対処する一つの方法
として健康寿命の延伸、すなわち介護が
必要となるまでの期間を最大化し、如何
により長い間健康でいられるかが重要な
のである。
高齢化がいち早く進む日本では、健康
寿命の延伸を目的とした政策がとられて
おり、2011 年より厚生労働省による
「Smart Life Project」が開始し、適度
な運動、適切な食生活、および禁煙を広
く発信、啓発活動を続けている 11）。一方
で要介護・要支援の認定を受けた人数は
増加の一途をたどっている（図－４）。
健康寿命が絶たれた、すなわち介護が必
要となった原因の割合推移を上位６項目
について図－５に示している（2001 年
から 2016 年まで３年ごとに実施される
厚生労働省の「国民生活基礎調査」「介
護が必要となった主な原因」をもとに作
成 12)）。ここ 15 年の傾向としては脳卒
中の減少と認知症の増加が見られるが他
の要因の割合に大きな変動はない。母数
が増えて割合が一定ということは当然こ
れらの疾患の患者数が増えているという
ことである。実際に、図－６に示すよう
に日本における関節症患者数は 30 年以

上にわたり増え続けている 13)。

(２)ヒントは運動機能
これらの疾患や事故の原因は何か。多
くに関係すると考えられているのが運動
機能の低下である。図－７に先ほど挙げ
た介護が必要となった原因と下肢筋力の
低下や歩行速度の減少などの運動機能の
低下によって引き起こされる症状との関
係を示している 14)。例えば認知症と歩
行速度の減少との関連や 15)、関節疾患
による疼痛や関節可動域の制限 16)、そ
して転倒要因としてこれらの運動機能の
低下が報告されている 17)。また高齢に
よる衰弱は運動機能の低下と同義である
とされる 18)。例えば、一人暮らしで人
と会うなどの外出頻度が著しく減少する
と、社会との関わりが希薄になり精神的

に不健康になるだけでなく、歩行速度の
減少が生じ、下肢を制御する筋力の不足
により転倒が誘発される。このような負
のスパイラルによって生活不活発病（廃
用症候群）になる例は少なくない 19)。外
出が億劫であるという精神状態を克服す
るためにも、またいざ外出しようとした
ときに家の外の世界を出歩くのに十分な
体力と運動機能を維持するためにも、住
宅内部における運動機能の維持と向上は
重要であり、運動機能低下の検知と適切
な運動介入は疾患の早期発見や転倒予防
の実現、最終的には健康寿命の延伸をも
たらす。
一方で、運動機能の低下は徐々に進行
していくため自覚するのは困難である。
例えば３か月前と比較して家の中で歩く
速度がどれだけ変化したか、と聞かれて

図－６　日本における関節症患者数推移

図－５　介護が必要となった原因上位６項目の割合の推移

図－７　介護が必要となった原因と運動機能の低下の関係

図－４　要支援・要介護認定者数の増加

図－３　世界各国の高齢化率の推移と予測
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自信をもって答えられる人は少ないだろ
う。躓きが多くなった、なども重要な予
兆であるが、自覚できなければ意味がな
い。特に単身世帯など、客観的に自分自
身を観察してくれる同居人がいない場合
は顕著である。また、仮に運動介入が必
要と分かったとしても、どのように、ど
の程度の運動をすれば十分なのかを個人
で判断するのは難しく、さらにそれが分
かった場合にも習慣的に実行できる保証
はないのが実際である。そこで筆者はこ
れらを解決する新しい住宅システムを提
案している。

４.予防医療×運動機能×空
間デザイン

筆者は予防医療の考え方に基づき、運
動機能の維持を目的として、居住者一人
ひとりに最適な空間デザインを実現する
住宅システムの提案を目指している。本
章ではその考え方と最新の研究について
述べる。

(１)１次・２次予防を住宅システム
に組み込む

予防医療とは、病気になる前の未病や
健康な状態を含む、病気の予防や回復、
および再発防止のための医療を指す。予
防医療には１次から３次までの３段階が
あり、１次予防は生活習慣の見直しなど
により疾患を未然に防ぐこと、２次予防
は定期検診や検査などによる疾患の早期
発見と治療、３次予防は罹患後の増悪防
止や回復、再発防止を指す。近年は高齢
化を背景に、特に１次予防および２次予
防が着目されている。一方で、既存の在
宅見守りシステムは、既に症状がある３
次予防を前提とした見守りに焦点を当て
たものが多く 20,21)、疾患の早期発見に
よる健康寿命延伸において重要な１次予

防および２次予防を目的とした研究は僅
少である。日々の生活の中で自動的に居
住者の健康が維持・増進される空間設計
を実現するために、未病の段階や健康な
状態を含む予防医療の考え方を組み込ん
だ新しい住宅システムの概念がもとめら
れている。
実際の予防医療は個人の生活環境や健
康へのモチベーションに大きく依存する。
例えば、地域で定期的に開催される運動
計測会への参加を通して予防医療を日々
の生活に取り入れることは可能であるが、
イベントを主催する地域の体制や、住民
が開催情報を受け取っているか否か、そ
して参加という行動を起こすか否かとい
う本人の健康意識の程度によって、予防
医療を取り入れられるかが左右される。
そのため、自発的な参加の必要がない日
常的なものとして、予防医療が自動的に
生活に組み込まれる仕組みが必要である。
特に予防医療を必要とする運動機能の低
下が著しい生活不活発病予備軍は、１日
のほとんどの時間を居住空間内で過ごし
ている。また昨今の新型コロナウイルス
対策によるテレワークの推奨や外出自粛
によりこの傾向は全世代に共通して強
まっている。よって、特にリスクの高い
対象者の生活に予防医療を組み込むには、
住宅に直接組み込むことが有効であり、
これはすなわち予防医療に基づいた住宅
システムの構築に等しい。

(２)運動機能低下を予防する住宅シ
ステム

居住者の運動機能低下に対する従来の
空間側からのサポートとして、転倒事故
防止を目的とした住宅のバリアフリー化
や高齢者向けの設計指針による対策が取
られている。しかし、バリアフリー化は
日常生活中の高負荷な動作を除外するた

め、体力維持の観点からは逆効果となる
可能性がある。特に、未病の段階や健康
な状態であれば、運動機能を維持するた
めにある程度の負荷を日常的に身体に与
える必要があり、階段や段差などでの高
負荷な動作を日常生活からやみくもに排
除することは得策ではない。また、仮に
関節疾患を患った場合でも、近年運動介
入による治療効果が示されており 22)、個
人の身体の状況に応じた適切な負荷の調
節が求められる。実際のリハビリテー
ションの現場において、負荷の調節や運
動介入メニューは患者個別の完全なテー
ラーメイドで作成されている。罹患前の
段階における日常生活動作時の身体への
負荷の調節を住宅システムに含めること
は挑戦的である一方で、３．の背景を踏
まえてもニーズの高い取り組みである。
筆者の研究では、住宅内での歩行や椅
子から立ち上がる動作など、居住者が意
識せずに行う日常生活動作の観察により、
運動機能低下の早期検知および介入を実
現する住宅システムの実現を目指してい
る。提案する住宅システムのアプローチ
は以下の２通りである（図－８）。
Ａ.住宅内での日常的な運動機能低下
のスクリーニングにより、疾患の予
兆を早期検知（２次予防）
Ｂ.空間からの適切な介入による運動
機能低下の対策と健康維持増進（１
次予防）
運動機能の評価尺度として、筆者は日
常生活動作の中で最も基本的な動作であ
る歩行、階段歩行、および立ち座り動作
に着目している。
Ａ .について、通常スクリーニングは
医療機関などでの検査によって行われる
が、住宅システムでは日常生活中の動作
からスクリーニングを行う必要がある。
そのため、居住空間に導入可能な動作計
測システムを構築し 23)、取得情報から
日常生活動作の困難度や運動機能低下を
誘発する関節疾患の進行度を推定するた
めの指標の開発を実施している。
Ｂ .について、通常の介入は医療機関
の受診を経た福祉用具（手すりの設置や
杖の使用など）の導入や運動介入が一般
的である。一方で、本研究では医療機関
を自ら受診しない人々も対象に含めるた
め、福祉用具の導入判断や自発的な運動
介入が難しい。そこで、居住者の日常生
活動作のサポートを空間の操作によって
実現することを目指している。また、対
象に対する無意識下での運動介入を実現

図－８　運動機能低下を予防する住宅システム
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するため、日常生活動作において個人に
適切な身体負荷を与えるように空間を最
適化する住宅システムを構想している。

(３)空間設計が居住者の健康のため
にできること

日常生活動作時の身体の各関節の動き
は空間設計に依存するため 24)、動作か
ら運動機能を評価する際には空間設計に
よる影響を考慮する必要がある。しかし、
在宅見守りシステム研究において空間設
計によるスクリーニング精度への影響を
扱った研究は少ない。また、在宅見守り
システムの多くは臨床的な有用性を示す
には至っておらず、いまだ研究段階であ
る 25)。これは、十分な期間、人数での
検証が行われていないだけではなく、
住宅での見守りの難点である各住宅の
設計や居住者の行動パターンなどの住
環境やライフスタイルの違いがシステ
ムに与える影響の調査が十分でないこ
とに起因している 21)。特に運動機能の
評価は日常生活動作が行われる環境、す
なわち住宅の空間設計による影響を直接
受けることが予想され、空間設計の変更
による評価への影響解明は急務である。
実際に筆者の最新の研究から、空間設計
にスクリーニングの精度が依存すること
が分かってきた。スクリーニングに適し
た空間設計が明らかになることで、予防
医療を意識した住宅設計が提唱され、住
む人の健康意識を高める居住空間の実現
が期待される。
従来研究では、人の動作については人

間工学、疾患リスクについては疫学で行
われている。とりわけ公共性の高い建築
に対しては先述のバリアフリーなど安全
性を第一とした設計指針が示され、公衆
衛生学において考察されている。一方で
予防医療の視点を住宅に導入する発想は
未だ新しく、分野の垣根を超えた学際的
な取り組みとなる。例えば階段の設計が
転倒リスクに与える影響に関する研究は、
疫学および人間工学の両分野において行
われているが、両者の視点を盛り込んだ
研究は少なく、転倒リスクを考慮した建
築設計指針への提言には至っていない
26)。筆者は、計測による動作の理解、医
工連携による疾患リスクの定量化、およ
び空間設計による介入で構成される、予
防医療実現のための新しい住宅システム
の提案を目指している。

５.おわりに

本稿ではスマートホームおよび在宅見
守りシステムの概要と昨今の住宅に対す
る社会的ニーズを踏まえた最新の研究に
ついてまとめた。スマートホームは今後
ますます進化していく。その方向性は高
齢者の見守りに向かっているが、ただ見
守るだけではなく、空間から能動的に居
住者一人ひとりの健康に細やかにアプ
ローチしていくことがスマートホーム研
究のブレイクスルーとなると筆者は考え
る。
センサデバイスや ICT の発展により今

後はより多くの情報が取得され、高次元
な情報解釈が可能となる。取得情報同士
の因果関係が解明された暁にはセンシン
グする情報を必要最小限にとどめた在宅
見守りシステムとして一つの完成形とな
るだろう。より高度な技術が日常生活セ
ンシングに応用される未来に向けて、建
築工学の研究者として空間から居住者の
健康に働きかける住宅システムの構築に
今後も努めたい。建築空間という制約の
中で居住者とのインタラクションを活性
化しながらよりスマートなセンシングを
実現すること、そして何よりも居住空間
内にアクチュエーションを溶け込ませる
ことが、今後の住宅システム提案におけ
る課題である。
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